
歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 沖縄県 北谷町

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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●経常収支比率（合計）：類似団体平均を下回っているが、新たな公共施設の供用開始や法改正に
伴う扶助費の増により、年々増加している。平成１２年度より実施している地方債発行抑制により公債
費の削減（平成１６年度決算比較114,043千円削減）を図っているが、今後は事務事業に見直しを図り
更なる経常経費の削減に努め、平成２１年度までに８０％以下に低下させることを目標とする。
●人件費：事業に伴う嘱託職員の増により類似団体を上回っているが、今後は事業の見直しを図り
嘱託職員数の削減に努めるとともに、課の統廃合等による職員数の削減を実施し、平成２１年度まで
に２６％以下に低下させることを目標とする。
●物件費：新たな施設の供用開始や臨時職員の増により、類似団体を上回っているが、指定管理者
制度の導入や事務事業の見直しを図り、平成２１年度までに１５％以下に低下させることを目標とす
る。
●扶助費：今後も対象者の増や法改正に伴い年々増加していく傾向であるが、単独事業で行ってい
る制度の見直し等により平成２１年度までに５％以下に低下させることを目標とする。
●公債費：地方債発行抑制により公債費の削減を図っており、今後も減少していく予定である。平成
２１年度までに１５％以下に低下させることを目標とする。
●補助費等：類似団体を下回っているが、補助金等の見直しを図り、平成２１年度までに１１％以下
に低下させることを目標とする。
●その他：類似団体を下回っているが、今後は施設の老朽化に伴う維持補修費の増が見込まれるた
め、指定管理者制度を含め今後の施設運営を検討し、平成２１年度までに８％以下に低下させること
を目標とする。


